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２
０
１
４
年
２
月
14
日
、
日
本
ア
イ
・
ビ
ー
・
エ
ム
健
康
保
険

組
合
の
第
１
４
７
回
組
合
会
が
開
催
さ
れ
、
２
０
１
４
年
度
事
業

計
画
・
予
算
案
が
承
認
さ
れ
ま
し
た
。

　
す
で
に
お
知
ら
せ
し
て
い
る
よ
う
に
、
従
来
の
保
険
料
率
で
は

２
０
１
４
年
度
の
予
算
を
組
む
こ
と
が
で
き
な
い
た
め
、
80
／

１
０
０
０
に
保
険
料
率
を
改
定
し
て
予
算
編
成
を
行
い
ま
し
た
。

　
そ
の
た
め
今
年
度
は
、
経
常
収
支
で
約
３
億
９
千
万
円
の
黒
字

を
計
上
す
る
予
算
と
な
り
ま
し
た
。
し
か
し
な
が
ら
、
保
険
料
収

入
が
前
年
度
（
予
算
）
比
約
12
億
９
千
万
円
も
増
加
す
る
こ
と
を

考
え
る
と
、
支
出
額
が
い
か
に
大
き
い
か
が
わ
か
り
ま
す
。
加
入

者
の
医
療
費
と
し
て
支
出
さ
れ
る
保
険
給
付
費
は
保
険
料
収
入
の

56
・
５
％
を
占
め
、
ま
た
高
齢
者
等
の
医
療
費
に
充
て
ら
れ
る
納

付
金
は
同
32
・
５
％
と
、
こ
れ
ら
だ
け
で
保
険
料
の
89
・
０
％
を

使
っ
て
し
ま
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。
し
た
が
っ
て
、
厳
し
い
状
況

は
依
然
と
し
て
変
わ
っ
て
い
な
い
と
い
え
ま
す
。

　
今
後
も
特
例
退
職
被
保
険
者
の
増
加
等
に
よ
り
、
一
般
被
保
険

者
の
比
率
が
減
少
す
る
中
、
医
療
費
の
高
い
伸
び
が
続
く
も
の
と

予
想
さ
れ
る
た
め
、
事
業
の
効
率
化
と
と
も
に
、
医
療
費
の
適
正

化
に
努
め
て
ま
い
り
ま
す
。
そ
の
た
め
、
保
健
事
業
費
に
つ
い
て

は
、
費
用
対
効
果
を
勘
案
し
な
が
ら
、
医
療
費
節
減
に
寄
与
す
る

健
診
プ
ロ
グ
ラ
ム
等
の
疾
病
予
防
事
業
に
重
点
を
お
い
て
実
施
し

て
ま
い
り
ま
す
。

　
み
な
さ
ま
に
お
か
れ
て
も
、
各
種
保
健
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
積
極
的

に
活
用
さ
れ
、
健
康
づ
く
り
に
お
役
立
て
い
た
だ
く
と
と
も
に
、

医
療
費
の
節
減
に
引
き
続
き
ご
協
力
を
お
願
い
い
た
し
ま
す
。
各

プ
ロ
グ
ラ
ム
に
つ
い
て
は
『
利
用
者
ガ
イ
ド
２
０
１
４
』
お
よ
び

当
健
保
組
合
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

予算総額 181億303万8千円

健康保険料率 80/1000（改定後）

1．ジェネリック医薬品の利用促進
　特に削減効果の高い加入者に対して利用促進通知を発送

2．医療費事務手数料の削減
　調剤レセプトの直接審査・支払いの認知度向上を図る

3．柔道整復療養費の削減
　柔道整復師への正しいかかり方（保険証が使用可能な範囲等）

を徹底

4．重複受診・はしご受診への啓蒙・指導
　重複受診・はしご受診に対する加入者の正しい理解を図る

5．被扶養者資格確認調査
　2014 年度は日本アイ・ビー・エム（株）の社員を対象に実施

1．特定健診・特定保健指導の定着と推進
 ・第二期特定健診等実施計画の作成・実施
 ・会社（事業主）との協業推進（定期健康診断委託業務）
 ・家族（被扶養者）の健診受診率の向上
 ・効果的・効率的な保健指導の推進

2．情報システムの活用および改修
 ・法改正への対応
 ・補助金システムの改修

3．さらなる保健事業の見直しによる事業費適正化の推進
 ・各プログラムの見直しを、利用者数や費用対効果の観点から

継続実施（一部オプション検診の有料化）
 ・事業の分析・評価を行い、効果を把握するしくみの構築

重点をおいて実施する適用・給付事業

重点をおいて実施する保健事業

● 2014年度の事業計画 ●
　適用・給付事業では、より一層、医療費の適正化を図るため、ジェ
ネリック医薬品の利用促進、調剤レセプトの直接審査・支払い、
柔道整復療養費削減、重複受診・はしご受診への啓蒙・指導、被
扶養者資格確認調査などを行います。また保健事業では、特定健
診・特定保健指導の定着と推進に
重点をおきながら、さらなる事業
の見直しを進めてまいります。そ
れらの内容は次のとおりです。

IBM レポート

2014年度事業計画・
予算をお知らせします

保険料率改定による予算編成、しかし厳しい状況は変わらず

→6～8頁も
　ご覧ください。お医者さん

のかかり方
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収入（百万円）

保険料

その他経常収入

経常収入合計

その他

収入総額

保険給付費

納付金

保健事業費

その他経常支出

経常支出合計

予備費

その他

支出総額

9,763

5,610

1,432

386

17,191

563

349

18,103

53.9％

31.0％

7.9％

2.1％

95.0％

3.1％

1.9％

100.0％

支出（百万円）

一人当たり

605千円

健診・特定保健指導な
どの疾病予防事業をは
じめとする、みなさま
の健康づくりをサポー
トする費用です。

不測の事態に備える
ための費用です。

保健事業費48千円

予備費19千円

事務費、営繕費などです。
その他 25千円

みなさまが保険
証を提示して受
けた医療に対す
る費用の支払い
です。そのほか、
出産・死亡時の
給付も行います。

保険給付費

326千円

国の高齢者医療制
度へ拠出する負担
金です。

納付金

187千円

●2014年度収支予算の概要

●利用者数の年次推移
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40,000

30,000

20,000

10,000

0
1996 1998 2000 2002 2004 2006 2008 2010 2012 2013（年度）

仙石ロッヂ

　IBM 健保組合の直営保養所の利用者数は年々減少していま
す。その年次推移はグラフのとおりですが、現在（2013 年度）
の利用者数は 4 保養所合計で 1996 年度の 59.4% にまで落ち
てきているという状況です。
　利用料金の改定による利用者の負担増も要因の一つと思わ
れますが、加入者一人ひとりの旅行や保養そのものに対する
考え方の変化、価値観や選択肢の多様化等がその背景にある
と考えられます。そして、これらは社会全体の流れであるこ
とも確かです。
　こうした状況を踏まえて、今後、直営保養所のあり方を見直
していかなければならないと、当健保組合では考えています。

義務的支出の保険
給付費と納付金に
保険料の 89.0％が
使われます

前年度比＋1.1％
一人当たり＋5.0％

介護保険（保険料率10／1000）

介護保険収入
繰越金
繰入金
雑収入
合　計

◦収入（百万円）
1,457

32
155

1
1,644

介護納付金
介護保険料還付金

合　計

1,642
2

1,644

◦支出（百万円）

●介護保険の運営主体は市区町村です。健保
組合は介護保険料を徴収し、国に納付する
役目を負っています。介護納付金は、国か
ら通知される分を国に納めています。

●介護保険料を納めるのは、40 歳以上 65 歳
未満の被保険者です。介護保険料率につい
ても 2014 年度から 10/1000 に改定し、
会社と折半（5 ／ 1000 ずつ）で負担して
います。

●65 歳以上の被保険者は市区町村による案
内に則って納付します。

介護保険のポイント！

みなさまから

納めていただく保
険料は

こう使われます

（人）

利用者の減少傾向が続いています

直営保
養所は

今…

◦経常収支で約 390 百万円の黒字

◦保険給付費が保険料収入に占める割合 56.5％

◦納付金が保険料収入に占める割合 32.5％

※表・グラフ中の数値については、四捨五入による端数処理の関係上、内訳の
合計と総額が合わない場合があります。

熱海ゆとりうむ

館山ビーチハウス
賢島パールハウス

被保険者一人当たりでみると…

前年度比＋1.7％
一人当たり＋5.6％

収入全体に占める保険料の割合
前年度 90.4% ➡今年度95.4%
★今年度は繰入金等の収入が見込め
ないため、収入の大部分を保険料
に頼らざるを得ません。

17,275

307

17,582

521

18,103


